若者（結婚・子育て）応援啓発事業業務委託仕様書

１．業務の目的

奈良県では、合計特殊出生率が全国平均と比較して低く、その主な要因として、若者世代の未婚率の上昇と晩婚化があげられており、社会全体での若者の結婚の希望がかなえられる環境づくりや安心して出産・子育てができる地域づくりが求められている。
本業務においては、県内企業、民間団体、大学等（以下、「企業等」という）に向けて、自社・自団体及び地域全体に向けての結婚・子育て支援への参画を働きかけ、これらの取組を実施する意義やメリットについての理解を深めてもらうことで、若者世代への結婚・子育て応援の機運醸成を図る。
２．委託業務
（１）若者（結婚・子育て）応援普及啓発先の企業等の選定
（２）若者（結婚・子育て）応援普及啓発ツールの作成
　（３）選定企業等への若者（結婚・子育て）応援の普及啓発
３．委託期間

　　　契約締結日から平成３１年３月２２日（金）まで
４．委託業務の内容
　　　委託業務の内容は次のとおりとし、次の業務にかかる経費について受託者が負担するものとする。
（１）若者（結婚・子育て）応援普及啓発先の企業等の選定
ア）若者（結婚・子育て）応援普及啓発ツールの送付先企業等の選定

①若者（結婚・子育て）応援の取組の普及啓発を効果的に行うため、普及啓発先となる企業等を選定すること。なお、選定企業は２５０社（団体）以上とする。

②対象企業等の選定にあたっては規模、従業員数を考慮して、候補企業等リスト(対象企業等の名称、所在地、代表者名、業種、規模等を記載したもの)を作成し、提出すること。
③「なら女性活躍推進倶楽部」や県の認証を受けている企業等を対象とすることも可能。（「なら女性活躍推進倶楽部」65企業(平成30年9月末日現在)、「社員・シャイン職場づくり推進企業」184企業(平成30年9月18日現在)）
④対象企業等は県との協議のうえ、決定すること。

　　　イ）個別訪問先企業等の選定
①個別訪問し普及啓発する企業等を選定すること。なお、選定企業等は４０社（団
体）以上とする。
②選定の対象企業等は、ア）で選定した企業等の中から、県と協議のうえ、決定
すること。

　　(２) 若者（結婚・子育て）応援普及啓発ツールの作成
　　　企業等が、自社や自団体の若者世代の従業員をはじめ地域全体に向けての結婚応援

や子育て支援の取組を実践するきっかけとしてもらうための啓発用リーフレットを作成する。

　　　ア）若者（結婚・子育て）応援啓発リーフレットの作成
①リーフレットの構成
・誌面構成は、別紙１のとおり
・有識者への取材は3名・地域の支援者の取材は２箇所を予定。
・取材対象の有識者等は県が紹介することも可能。

②規格等

・規格　Ａ４版

・紙質　再生コート紙菊判９３．５ｋｇ

・製本　中綴じ、８頁（表紙・裏表紙含む）

・印刷方法　フルカラー、両面印刷

・印刷部数　１，０００部
イ）「なら結婚応援団」入団啓発リーフレットの作成
　　　　　　企業等に対し、若者の結婚を応援する取組である「なら結婚応援団」を紹介し、入団するきっかけとしてもらうための啓発リーフレットを作成する。

①リーフレットの構成

誌面構成は、別紙１のとおり

　　　　②規格等
・規格　Ａ３版

・紙質　再生コート紙菊判７６．５ｋｇ

・製本　二つ折り、Ａ４仕上げ、４頁（表紙・裏表紙含む）

・印刷方法　フルカラー、両面印刷

・印刷部数　１，０００部
ウ)「なら子育て応援団」入団啓発リーフレットの作成
　　　　　　企業等に対し、子育て世代を応援する取組である「なら子育て応援団」を紹介し、入団するきっかけとしてもらうための啓発リーフレットを作成する。

①リーフレットの構成

誌面構成は、別紙１のとおり

　　　　②規格等
・規格　Ａ３版

・紙質　再生コート紙菊判７６．５ｋｇ

・製本　二つ折り、Ａ４仕上げ、４頁（表紙・裏表紙含む）

・印刷方法　フルカラー、両面印刷

・印刷部数　１，０００部

　　　エ）「なら結婚応援団」及び「なら子育て応援団」チラシの作成
　　　　　　対象企業等から従業員等に取組の拡大を図ってもらうための広報チラシを作成する。

　　①規格等

・「なら結婚応援団」チラシ

・規格　Ａ４版

・紙質　再生コート紙菊判６２．５ｋｇ

・印刷方法　フルカラー　両面印刷

・印刷部数　５，０００部
・「なら子育て応援団」チラシ

・規格　Ａ４版

・紙質　再生コート紙菊判６２．５ｋｇ

・印刷方法　フルカラー　両面印刷

・印刷部数　２０，０００部

　　オ）「なら結婚応援団」「なら子育て応援団」ステッカーの作成
　　　　「なら結婚応援団」、「なら子育て応援団」入団時に配布するステッカーを作成す

ること。データは県が提供する。
　　　　①デザイン

　　　　　・デザインについては県が使用しているステッカーと同様のものとする。

②規格等

　　　　・「なら結婚応援団」ステッカー

・規格　直径10cm
・紙質　塩ビ♯８０以上

・印刷方法　ＰＰ加工、フルカラー４色
・印刷部数　２００部

　　　　・「なら子育て応援団」ステッカー
・規格　縦幅10cm 横幅8.5~9cm 角は面取りする。
・紙質　塩ビ♯８０以上
・印刷方法　ＰＰ加工、フルカラー４色
・印刷部数　２００部
　　　　③納品
・作成したステッカーについては、平成３０年１１月末日までに、全て８．へ
納品すること。
　　　カ）共通事項

　　　　①打合せ及び取材協力

　　　　　・契約後、速やかに県と受託者による打合せを行い、誌面全体の作成方針を
決定する。なお、受託者は、誌面の構成・タイトル及びデザイン・レイアウ

トの素案を提示すること。

・受託者は、決定した作成方針に基づき、誌面作成に必要な取材の内容につい
て案を作成し、県の了解を得ること。
・取材先の決定、取材日程調整等については受託者が行うが、県はできる限り

協力する。
　　　　　・取材に関する謝金として、25万円を一式計上すること。

②写真撮影

・屋外・屋内で明瞭に撮影できるよう必要な撮影機材を準備し、実績のあるカメラマンが撮影を行うこと。
③校正

・校正は、不測の事態が生じない限り、文字校正３回、色校正１回とする。

・色校正は、できる限り最終成果物に近いもので行えるようにすること。

・各校正時（色校正を含む）において、記事内容の訂正・差し替え、写真画像等の差し替え等が生じる場合があるが、この場合には修正等の対応を迅速に行い、確実に修正等が行われた原稿を次の校正時に提出すること。

（３）選定企業等への若者（結婚・子育て）応援の普及啓発
　　　ア）各種啓発ツールの送付による普及啓発
①（２）のア）～エ）で作成した啓発ツールを（１）のア）で選定した対象企業等へ一部ずつ送付するものとする。
②市町村へは、（２）のア）～エ）で作成した啓発ツールを県から指示する部
数を送付するものとする。
（送付費用として24,000円を一式計上すること）
③（２）のエ）で作成した「なら結婚応援団」のチラシに関しては結婚応援団
員（約60団体）に50部ずつ（多少の増減有り）送付すること。
（送付費用として22,800円を一式計上すること。）
④啓発ツールの送付にあたっては、送付状を印刷・同封すること。送付状データ
は県から提供する。なお、送付にあたっては、信書を同封することとなるため、

郵送で行うこと。
⑤封筒は、角２・無地とし、県が指定する問い合わせ先等の情報を記載すること。
⑥（２）のア）～エ）の残部については８．へ納品すること。
⑦上記については、平成３１年１月１５日までに実施すること。
　　　イ)個別訪問による普及啓発
　　　　①対象企業等に個別訪問を行い、（２）ア）～エ）で作成した啓発ツールをもとに、対象企業等が取組への参画を容易にイメージできるよう説明すること。
②個別訪問は平成３１年２月２０日までに実施すること。
ウ)普及啓発先企業等への個別相談支援

・若者（結婚・子育て）応援に関する取組や「なら結婚応援団」、「なら子育て応援団」への参画を希望する企業等が実際に参画できるよう企業等からの質疑に答えるなど個別相談支援に応じること。

・個別相談支援は電話、メール等での相談とする。
　　　エ)昨年度訪問先企業へのアンケート調査の実施
①昨年度個別訪問を行った３１企業に対して、効果検証のためのアンケートの作成、郵送、回収、とりまとめを行うこと。
②回収したアンケートは、平成３１年２月末日までに８．へ納品すること。
③企業の情報、アンケートの内容に関しては県が指示を行う。

オ)「なら結婚応援団」入団希望の企業に向けた説明会の開催
啓発の取組後、「なら結婚応援団」の入団を希望する企業等に向けた説明会を開催すること。
①把握している「なら結婚応援団」の入団を希望する企業等へ説明会開催の通知・
呼びかけを行い、参加者を取りまとめること。
②説明会は県側の職員が進行を行い、受託者が運営の補助を行うこと。

　　　　③受託者は運営スタッフとして２名の職員を派遣すること。

　　　　④県の指示のもと、受託者は説明会に使用する資料を６０部作成すること。

　　　　⑤説明会会場は受託者が確保すること。

　　　　⑥説明会開催は平成３１年３月１５日までに、平日の日中に２回行うこと。
（30名程度の会場で各回２時間以内）
５．実績報告書の作成

　　　　本業務の経過や成果等を実績報告書として作成し、１部を当該委託事業完了の日
から起算して１０日を経過した日または平成３１年３月２２日（金）のいずれか早
い日までに８．に示す提出先へ提出すること。

６．成果品及びデータの納品

対象企業等の選定リスト並びに個別訪問の対象企業等のリスト及び奈良県庁ホー
ムページ掲載用に冊子（各種リーフレット、チラシ等）をＰＤＦ化したデータを収
録したＣＤ-Ｒを平成３１年３月２２日（金）までに８．に記載の納品先へ納品する
こと。なお、納品前であっても、県の指示によりword等の修正可能なデータ形式に
よるデータの提供に応じること。

７．その他留意事項

（１）県との連絡体制

　　 　 受託者は本事業の適切な実施のため、県と連絡調整を行い得る体制を整えること。

（２）個人情報保護の取扱い

業務の実施に際して入手した個人情報及びデータの管理にあたっては、奈良県個人情報保護条例の趣旨を踏まえるとともに、別紙２「個人情報取扱特記事項」を遵守し、厳正な管理を行い、本事業の実施以外の目的で使用してはならないこと。
（３）再委託等の取扱い

　　　　受託者は業務の全部を一括して第三者に委任し又は請け負わせてはならないこと。　　 　ただし、業務の一部を委託することについて、本県の許可を得た場合はこの限りではない。
（４）協議の実施

　　　　県と受託者は、本業務に関して、必要に応じて協議を実施するとともに、受託者において議事録を作成すること。

　　　　県から業務の改善を求めた場合、受託者は速やかにこれに対応すること。
（５）帳簿等の整備

　　　　経理にあたっては、その支出の内容を証する書類を整備し、会計帳簿とともに、事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、国又は本県の要求があったときは、いつでも閲覧に供することができるよう保存すること。

（６）権利の帰属

　　　　本事業による成果物の著作権及び一切の知的財産権は奈良県が自由に活用できるよう、すべての著作権（著作権法第２７条及び２８条の権利を含む）は奈良県に帰属するものとする。

（７）公契約条例に関する遵守事項

　　　  本業務を受注しようとする者は、別紙３「公契約条例に関する遵守事項」に記載する遵守事項を理解した上で受注すること。
　（８）本仕様に記載のない事項については、受託者と県とが協議のうえ決定する。

８．成果物の納期及び納品先

　　　奈良県福祉医療部こども・女性局 女性活躍推進課 企画政策係

　　　〒６３０－８５０１　奈良市登大路町３０番地

　　　ＴＥＬ　０７４２－２７－８６０３
　　　ＦＡＸ　０７４２－２４－５４０３
1

